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【目的】

【内容】

【経過（～26年度）】 【27年度】 【今後予定（28年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業：母子生活支援施設措置等事業

: - 3 -

2-5
局・課名

597 606

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）
項目 26年度予算 27年度要求額 内容・積算等

期間

事業区分 ： その他一般

平成27年度要求額平成25年度決算額

事業名 女性相談事業（南区）

： 南区役所・子育て支援課
　施策番号マスター

プラン
：

３つの挑戦

継続実施 継続実施

平成26年度予算額

6,328 6,423 女性相談員各2人

スケジュール（経過及び今後展開）

要求額（千円）

7,045

16

　H　～　H

事業

概要

　女性相談員（平成２６年度から２人）が、配偶者等の暴力(Ｄ
Ｖ)、離婚問題等日常生活上の様々な悩みを抱える女性から
の相談に応じ、問題や悩みの解決を図るため、助言や情報
提供等支援を行う。

　「売春防止法」に規定された婦人相談員（本市では女性相談員と
いう）を各区に配置し、ＤＶや離婚問題等、日常生活を営む上でさま
ざまな悩みを抱える女性から、幅広く相談に応じ、必要に応じて関
係機関と連携を図り、保護等を行っている。

16

6,9414,083

債務負担行為

女性相談員報酬

旅費（通勤費及び出張費等）

その他（役務費等）

0280215整理番号

合計 6,941 7,045

みんなの審査会対象外

その他　特記事項

女性相談員を平成２６年度から１
人増の２人配置。
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：
款

項

目

（単位  千円）

（単位  千円）

: - 1 - 0280215整理番号

その他（特別会計での要求等）

【課題・懸案事項】
　ＤＶやストーカー被害者からの相談については、被害者の安全確保のた
め、同行や調整等事例に対してきめ細やかなで迅速な対応が必要となること
が多い。
　そのような中、相談員の不在や非勤務日（非常勤職員）は、他職員により
対応しているものの、専門性を要する事例も多く、十分な被害者支援を行う
ために相談体制の強化を図る必要がある。
　

【国の動向・他市事例】
　平成13年に制定されたＤＶ防止法は、平成16年、平成19年の改正によりＤ
Ｖ被害者支援について、法の整備が進められている。
　また、19年の法改正により身近な市町村の役割が求められており、ＤＶ防
止基本計画の策定、配偶者暴力相談支援センターの機能を果たすことなど
が努力義務として規定された。
　なお、平成25年にも法改正があり、生活の本拠を共にする交際相手からの
暴力及びその被害者も法の適用対象となった。
○本市ＤＶ防止基本計画は平成25年3月に策定
○配偶者暴力相談支援センターは平成24年7月に開設

0

0

1,330 5,715

0

0

主な増減

女性相談員報酬 42

0

0

旅費（通勤費及び出張費等）

その他（役務費等）

H25決算額

H26予算額

4,083

項目 金額 理由

259

限 度 額

H27要求額 1,3307,045

0

0

7,045

0

7,045 1,330 5,715

5,715

H30見込額

H31見込額 7,045

0

3,415

5,611

H28見込額

H29見込額

期間 H　　～ H

5,715

5,715

債務負担行為要求額

7,045

1,330

1,330

6,941

668

1,330

売春防止法
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

南区役所・子育て支援課

特　　　定　　　財　　　源
項　目 事業費

国庫支出金 府支出金 市債

局・課名

女性相談事業（南区）

当初予算要求・将来見込額及び財源内訳

根拠法令

民生費

児童福祉費

児童福祉総務費

事業名

その他
一般財源

補足事項
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